














日妥結して, 同年月日調印した｡ 韓国は, 年代から持続的に開放政
策を推進しながら自由市場経済の拡散に適応して来た｡ 韓米はこのような
開放政策の強化を意味する｡ アメリカは, 韓国にとって貿易相手国としてはもち









は, 韓米に関して, 交渉から妥結までの経緯, 交渉 (妥結) の内容, 意義
などをまとめたものである｡ 本稿は, 韓国・アメリカ政府の公式発表や, 民間,
国策研究所の報告の内容を中心として構成されている｡
１. はじめに
アメリカ合衆国は 年 月 日, 歴史的な韓国との自由貿易協定の交渉を終えた｡
(
 !"#$#%
& , )'アメリカ通商代表部 (
(&)*
() の
, ｢%+"!$$,"#$｣ は, このよう
に始まっている｡
韓国政府は, 年から世界的に拡大している地域貿易協定 ((# #$,
以下() に対応し, 安定的な輸出市場を確保しながら開放を通じて韓国経済の競争力を強





結した｡ なお現在, 		(サービス・投資), カナダ, インド, メキシコ, 日本など
カ国と交渉が進行中である (韓国外交通商部の発表資料, 現在)｡
韓国において	の政策は, 年月国務会議で確定した ｢	推進ロードマップ｣
によって実施されている｡ ロードマップでは, 日本, シンガポール, 		, メキシコ等が
短期対象国として, アメリカ, , 中国等の巨大経済圏, 及び韓・中・日	が中長期的
対象国として設定されている｡ 短期対象国との	は, 巨大経済圏との	のための戦略
的意味をもち, 対象国の選別 (優先順位) も中長期的対象国の	に必要な国として明示し
ている｡ このように, 韓国の	の最終的目標は, アメリカを含む巨大経済圏との	で
あることを明確にしている｡ 短期対象国である日本とは, 現在交渉自体が中断している状況で
はあるが, シンガポール, 	, 		などとは締結済みであり, , 中国との交渉も
進行中である｡ そのなか年月日に妥結したアメリカとの	は, 韓国の	政策
にとって大きな成果であり, 以後その他の国 (地域) との	の交渉に大きな影響を与える
に違いない｡
本稿は, 年月妥結した韓国・アメリカの	に関して, 交渉から妥結までの経緯,
交渉 (妥結) の内容, 意義などをまとめたものである｡ 本稿は, 韓国・アメリカ政府の公式発
表や, 民間・国策研究所の報告の内容を中心として構成されている｡ 本稿の構成は以下の通り





韓米	に関する動きは, 年	 (チリ) での韓米通商長官の会談で本格的に開始















































) 韓国, マレーシア, エジプト, スイス




は, ) 両国の強いパートナー関係, 緊密な経済関係の強化, ) 自由貿易協定による経済的効
果－貿易・投資の拡大と競争力の増大, 安定的経済成長, 雇用機会の創出, 社会的厚生の向上,






あり, アメリカの番目に大きな輸出市場の国であると位置づけている｡ その上, を通
じて両国間の貿易・投資の障壁を取り除くことは, 両国間の交易の増加と急速に成長する韓国
の経済へのアメリカの各経済主体 (企業, 労働者, 農家) の市場参入を拡大させると述べてい
る｡ 最後に, 韓国の開放的市場経済, 民主主義と両国間の同盟関係を高く評価した上, 韓米





出所自由貿易協定国内対策委員会, 韓米 概要 ( 	! "
#)
新しい機会の創出という重要な意義があるとしている)｡
以上のことから, 韓米は, 両国にとって経済的, 政治外交的効果は高く, 双方の必要
性によって締結されたものであるとして意義付けられる｡ 図は韓国の自由貿易協定国内委員









また, 世界的に拡大している地域貿易協定 () に積極的に対応してチリ, シンガポール,
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) 香港を除いた統計である｡
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以下は, 韓国とアメリカの間の経済関係を簡単にまとめたものである｡ 年韓国のアメ














関係の強化は, 東北アジアの秩序維持に大きな役割を担うことになると考えられる｡ また, 韓








                 	         	
  
) 韓国, 盧武鉉政権の外交政策として掲げたのが ｢東北アジアの平和と繁栄｣ であり, 韓国の役割と
４. 主要争点と妥結内容
１) 農業部門：韓米交渉の最大の争点は, 農業部門である｡ 農業はアメリカが韓国と比















して提示したのが ｢東北アジアの均衡者論｣ である｡ 東北アジア地域内の安定と成長の実現のための
中長期的な過程において韓国が中心的な役割を遂行する意味をもつ｡
表 両国譲許段階別品目表
譲許の類型 主 要 品 目
除 外 コメ
現行関税, 輸入クォーター オレンジ, 食用大豆, 食用ジャガイモ, 粉ミルク, 蜂蜜
長期撤廃, セーフガード 牛肉, 豚肉 (冷凍), 唐辛子, にんにく, 人参, 麦, 麦芽
年－年 松茸, タバコ, 鶏肉 (冷凍), 桃, 栗, 玉ねぎ (冷凍)
年－年 イチゴ, トウモロコシ (ポップコーン用), ビール
年－年 トウモロコシ油, 枝豆, ジャガイモ (冷凍), クルミ
年 レモン, アボカド
即 時
オレンジジュース (冷凍), 小麦, コーヒー, ワイン, アーモンド,
大豆 (採油用), トウモロコシ (飼料用),
撤廃 豚肉
出所韓国外交通商部, ｢韓米分野別最終協商結果｣
力は農業部門である｡ そのため, 韓国は開放のレベルを最小限にするよう強く要求した｡ 交渉
の際に, アメリカはコメの開放を要求したとき, 韓国の韓国政府は交渉の決裂も辞さない強い
態度をみせた｡ また, アメリカからの骨付き牛肉の輸入要求, オレンジに対する関税撤廃要求
も争点であった｡
コメに関しては, 開放の対象から完全に除外されることに, オレンジは, 季節関税が導入さ
れることで合意した｡ その他牛肉, 豚肉, にんじん, 唐辛子, にんにくなどの主要商品とメン
タイ, 鯖などの水産物に関しては, 長期の関税撤廃と農産物特別セーフガードが導入されるこ
とに, ジャガイモ, 大豆などは, 税コート (コード) を食用と加工用に分類し, 食用に関
しては現行の関税率を維持するなど多様な制度を導入することで合意した｡
２) 繊維部門：繊維部門は, 韓国がアメリカに比べ優位にある部門であることで, 韓国にとっ
て農産物とは逆の立場であり, アメリカ側の敏感品目である｡ 韓国は, アメリカへの輸出品の
％相当 (輸入額基準) の関税が即時撤廃されるほか, 迂回輸出の防止強化を条件に原則的に
原糸基準の原産地基準 (	
) の適用を受け入れたが, 主要輸出品目であるジャケッ
ト (女性用), シャツ (男性用), レーヨンなどの品目に関しては例外になった｡




















遇 (), 送金保証, 移行用件 (	
 ) 付加禁止, 高
韓米の意義とその経緯
―!―




サービス部門は, 小中高の教育, 政府調達, 政府提供サービスなど社会公共性が強い一部を
例外にした上, すべてのサービスをの対象にしている｡ また, 専門職サービスワーキン
ググループを設け専門職資格の相互認定に関して議論することに合意した｡ 上で述べたような
例外部門に関しては, 法律・会計・税務などの段階的開放と教育, 医療, 公共サービス, 運送
サービスなどの包括的留保, そして放送サービスなどの部分的開放などが含まれている｡
金融サービスに関しては, 中央銀行の機能, 通貨関連機能など国家の固有機能に対しては,
金融協定から除外したほか, 郵便保険の特殊性の認定, 国策金融機関 (産業銀行, 企業

























適用方式 % 域外加工(&)方式 域外加工(&)方式
適用品目数 '() ( 
品目選定 韓国側 韓国側 $側















) モデルを, 産業別効果は, 関税の引き下げ
(撤廃)と生産性向上効果による貿易への影響を推定した方法で韓米の経済的効果を分析
している｡ まず, 及び厚生水準では, 韓米が, 韓国の実質を～％増加
させる効果があると推定している (表)｡
ここで, 短期効果は, 静態モデルであり, 中長期効果は資本蓄積モデルである｡
この資本蓄積モデルは, による生産性向上を仮定したシミュレーションである｡ 雇用効
果は, 農業部門で短期間に万千人の失業の発生があるが, 全体として万千の効用創出
効果が予想される｡ しかしながら, 雇用効果の大きさは, 生産性の向上に大きく左右されるこ
とも明確にしている) ｡ 韓米による国際貿易の効果は, 産業ごとに異なる効果があり,
農業部門では, 対アメリカ輸入が, 年平均億ドル, 対世界輸入が, 億ドルが増加, 製
造部門では, 億ドルの対アメリカの黒字と億ドルの対世界の黒字が拡大されると推定
している｡ 経済全体としては, 対アメリカ年平均億ドルの黒字の拡大, 対世界では
億ドルの黒字の拡大が予想されるとしている (表)｡
その他, 外国人直接投資は, 年間 (～年) 年平均～億ドルの追加的直接投
資が期待されるとしている｡ 産業別の効果では, 韓米の最大の利益を受ける部門は, 製
造業である｡ 関税引き下げ・撤廃による製造業部門の生産は, 年間, 年平均約億ドル増







実質 ％  ％ ％
厚生水準 億ドル  億ドル  億ドル
雇用効果(全体,千名)    
農業 － － －
製造業   
サービス    
出所!｢韓米の経済的効果分析｣ ("#, )
) による生産性向上に関しては, 制度, 政策などの開放性と先進化によるものであると示してい
るが, 理論的明確性が欠けているとの批判もある｡
になる予測である｡ 製造業のうち最大の利益は, 自動車部門からであり, 製造部門生産増加の






















の貿易, 投資関係にどのような影響を与えるのかをまとめたものである｡ この報告書では, 韓







・アメリカの高関税分野である繊維, 衣類, 革製品, 靴などでは関税引き下げ効果による輸
入増加が予想される｡ 機械, 電子製品, 自動車などは交易規模が大きいため小幅の関税引
き下げでも大幅の輸入増加が予想される｡
・但し, 繊維輸入増加の*+～％, 自動車輸入増加の++～+％は, 他の国からの輸入転換






輸 出 輸 入 貿易収支
対世界 対 米 対世界 対 米 対世界 対 米
農 業 , , (*  －(* －
水 産 , ( ( , －
製造業 -) - ( +* -+ )+





３) アメリカ産業への影響 アメリカにおける生産, 雇用に対する効果は, 予想される損失が
予想される利益によって相殺され, 大きな効果はない｡





穀物, 飼料, 果物, 乳製品, 加工食品, 肉類, 海産物などの対韓国輸出は全般的に増加が
予想されるが, 韓国の市場規模の面からアメリカの農業に与える影響は制限的である｡
② 製造業部門アメリカの輸出 (対韓国) は, 機械類, 電子製品, 自動車 (部品) などは,
両国間の交易規模が大きいため, 小幅の関税率引き下げでも輸出は大きく増大する｡ 医薬
品, 医療機器などの高度技術の製品においてもによる規制の緩和, 改善の結果対韓
国輸出は大きく増大する｡ 一方, アメリカの輸入 (韓国からの)は, アメリカが相対的に
高い関税率を維持している部門である繊維, 衣類, 靴, 機械, 電子製品, 自動車 (部品)
などは, 韓国からの輸入が増大する｡ しかし, 輸入転換効果などを考慮した場合, 輸入増
大によるアメリカ産業への影響は％未満であると分析｡ アメリカ産自動車の対韓国輸出






質的な影響がない｡ また, その他通関手続きの簡素化, 検疫, 技術障壁, 電子取引などに
関する制度の導入によって貿易がより促進される環境が作られ, 貿易規制, 投資, 競争,
政府調達, 知的財産権, 労働及び環境など規制関連条項の導入から貿易, 投資環境が改善
される｡
６. 終わりに
挑戦しないと先進国になれない, 韓米がその挑戦である｡ 韓米は, 政治的問題




ある (朝鮮日報, )｡ また, 	妥結によって, 大きな被害が予想される農業分野に
対して, 所得の保全または廃業補償をすると述べた｡ 韓国では, 韓米	交渉期間中, 市民
団体や, 農業団体からの猛烈な反対運動, 学界での理論的議論, 政府による政策プロパガンダ
















方, 韓米	は, 日本, 		, 中国などの主要経済圏との	の交渉において戦略
的優位の立場から進めることから, 東アジア経済圏のハブとして持続的成長の基盤となる｡ し
かし, 韓米	を韓国経済の持続的成長の新しい源として, その他の目的の実現には, 韓米






















































韓国財政経済部他, ｢韓米自由貿易協定妥結による国内補完対策, 推進方向｣, )++,
韓国外交通商部, ｢韓米分野別最終協商結果｣, )++,
韓国外交通商部他, ｢韓米詳細説明資料｣, )++,7
遠藤正寛, 『地域貿易協定の経済分析』, 東京大学出版会, )++
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